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修とされ、「情報 A」「情報 B」「情報 C」の 3科目（各 2単位）から 1科目以上を学ぶこ
ととされた（表 1.1）。これを受けて教科書会社各社から、多くの検定教科書が発行された










情報の科学的な理解 「設置する」と答申 情報 B
情報社会に参画する態度 「設置する」と答申 情報 C













































情報教育については \Science for All Americans"の出版から 12年後の 1997年、Na-
tional Research Council（アメリカ学術研究会議）の Computer Science and Telecom-
munication Board（コンピュータ科学電気通信委員会）と Committee on Information




ルーエンシー」\Fluency with Information Technologies" という概念を提示している。
8その具体的な内容は、大別すると次の 3 種類の構成要素から成り、それぞれ 10 個ずつ、























これらの状況を背景として、ACM(Association for Computing Machinery）は、2003
年に \A Model Curriculum for K-12 Computer Science"[22] を発表し、また、ACMと
IEEE-CS（The Institute of Electrical and Electronics Engineers, の Computer Society
















4. 1. ～ 3. の結果に基づき、大学 1年生を対象として実施した大規模アンケート調査
の結果について報告し、そこで分かった事柄を整理する。










































































































1936年のチャーチ（Alonzo Church, 1903{1995）による「Church's Thesis」に至る、わ












































































申請で訴えた（東京地裁 昭和 61年（ヨ）第 2501号仮処分申請事件。1986年に東京地方


































の Network Working Group によって 1989年 1月に公開された RFC1087 \Ethics and

















































インターネットの商業利用が解禁され、WWW が普及を始めた 1992 年から 1995 年
は、コンピュータ・ネットワークの利用が、さらに普及していった時代である。
 1992年 12月 3日、我が国初の商用プロバイダ IIJが設立され、1993年 7月サー
ビスを開始した。しかし、一般社会ではインターネットはまだほとんど知られてお
らず、パソコン通信の利用が続いていた [43]。


















 1993年 5月に電子情報通信学会では「情報通信の倫理第 3種研究会」が笠原正雄
（京都工繊大）によって設立され、1995年 5月には「情報通信倫理研究委員会」と
名前を変えている。
 1994年（平成 6年）1月 6日には、山本恒（園田学園女子大学）、中野彰（土佐女
子大学）、原克彦（園田学園女子大学）が執筆した「情報処理論」（同文書院）[47]
が発行された。この本には「第 8章 情報倫理と健康」という章があった。出版が
1994年 1月 6日となっていることから、執筆は 1993年である。
 1994年から 2年間の文部省科研費の採択課題名に「情報倫理」という言葉が登場
[48]している。この課題の申請は 1993年秋～冬に行われたものである。




 筆者は、早稲田大学情報科学研究教育センター助手をしていた 1994年 3月に、学
生向けにWebサーバを開放する未公開実験サービスを開始し、翌年 9月上旬にこ












 インテル社の Sally Hambridge による RFC1855 \Netiquette Guidelines"[53, 54]








































































































 質問 9の回答では、授業後であっても 14% の受講者がテレビ画像の利用を合法と
24
表 2.1 授業の前後での「情報倫理」に関する変化（[56] p.16）
合法である 違法である
質問 前 後 前 後 評価
1.他人のソフトウェアをコピーして使用する 38% & 14% 62% % 86% ○
2.他人のデータを無断で変更、消去する 0% % 3% 100% & 97% ×
3.他人のコンピュータを無断で使用する 18% % 20% 82% & 80% ×
よい わるい
質問 前 後 前 後
4.電話番号からパスワードを設定する 31% & 0% 69% % 100% ○
5.ID・パスワードを兼用する 67% & 26% 33% % 74% ○
6.知らない人からの電子メールを鵜呑みにする 5% % 9% 95% & 91% ×
許可が必要 許可は不要
質問 前 後 前 後
7.雑誌の記事を転載する 97% & 83% 3% % 17% ×
8.雑誌の写真を転載する 92% % 97% 8% & 3% ○
9.テレビなどから取り込んだ画像を転載する 67% % 86% 33% & 14% ○
10.著名人の写真を転載する 46% % 91% 54% & 9% ○














































































Q2正答 Q2誤答 Q2未答 総計
Q1正答 522 214 2 738
Q1誤答 27 16 0 43
Q1未答 3 2 2 7








































 第 2章：第 3節「ネットワーク利用の心がまえ」：（1）情報の信ぴょう性と信頼性、
（2）個人情報の保護、（3）知的財産権、（4）セキュリティ、（5）個人の責任






















































































段階の 6段階理論（[82, 83], 表 2.3）が広く知られている。
32



































































 2009年度の大学生を対象とした CIEC調査 [90, 91]では、大学生は情報倫理への
学習意欲をもっていないという報告がされている。





























































































































































公に登場するのは、「文部省第 115年報」（昭和 62年度）の「第 13章　 臨時教育審議会、




































































































な詳細。操作技能（スキル）。（1. と 2. から作られ、コンピュータ・ネッ
トワークの発達に依存する）
質のものであるため、これらを分離して考えることも必要である。



















[99, 100, 101]。ここでいう道徳的原則とは、例えば、欧米において Golden rule （黄金
律）と呼ばれている原則 | 「自分に対するのと同じように他者に対せよ」（聖書:マタイ















































































































































































































































































































この動きの中で、1985年には American Association for The Advancement of Science
（アメリカ科学振興協会）が「次にハレー彗星がやってくる 2061年までに、全てのアメリ
カ国民の科学的素養の底上げを図ろう」とする「プロジェクト 2061」を開始し、その概要

























『すべてのアメリカ人のための科学』の出版から 8 年後の平成 11 年（1999 年）、アメ
リカ学術研究会議（National Research Council）のコンピュータ科学電気通信委員会が、




























（\Being Fluent for Information Technology"[2] p.2, L8-L17 の和訳）
報告書では、情報フルーエンシーの内容として、次の 3種類の能力を取り上げている。







































































































































21. \Setting up a personal computer." パーソナル・コンピュータのセット
アップ。パソコンをセットアップし、主要な周辺機器を接続できる。
22. \Using basic operating system features." 基本的な OSの機能を使いこ
なす。
新しいソフトをインストール・削除する。




24. \Using a graphics and/or artwork package to create illustrations,
slides, or other image-based expressions of ideas." プレゼンテーショ
ンツール、グラフィックツール。
プレゼンテーションツール、グラフィックツール。
25. \Connecting a computer to a network." コンピュータをネットワークに
接続する。
コンピュータをネットワークに接続できる。
26. \Using the Internet to nd information and resources." インター
ネットを活用して情報を検索する。
情報や（人的・物的）資源を見つけるために、インターネットを活用できる。
27. \Using a computer to communicate with others." 他者とのコミュニ
ケーションの道具として、インターネットを活用する。
メールや、電子掲示板などの情報共有のために、インターネットを活用できる。
28. \Using a spreadsheet to model simple processes or nancial tables."
簡潔な表を、スプレッドシートで作成する。
簡潔な金融プロセス表や財務表を、スプレッドシートで作成できる。



































































































































































































表 4.1 パソコンについての操作の習熟度（野部 [111]による）（%）
習熟度 A2 A1 A0
日本語入力 77.0 13.9 4.1
文章の編集 50.0 32.8 11.5
罫線を使った表を作る 18.9 54.1 20.5
画像を文章に挿入 38.5 36.1 18.9
式の入力 4.9 24.6 59.8
関数の使い方 0.0 6.6 82.8





平成 15 年度から平成 17 年度に京都府内の普通科の高校で情報を担当していた野部が










































CIEC小中高部会は、2006年から 2010年まで毎年、大学 1年生を対象として、「大学 1
年生の学生が高等学校のときに学んできた項目・今後学びたい項目」を調査している。こ




表 4.2 2009年度実施の CIECアンケート（CIEC[90]による。抜粋。%）
内容 既習 理解 更に
ワープロ 75.2 35.5 51.0
表計算ソフト 74.7 17.7 57.4
著作権 63.7 21.4 42.9
個人情報とプライバシ 63.1 22.3 42.9
プログラミング 17.8 4.2 68.9





















ム・シラバスを作成し、また、標準教科書 [114, 115] を出版した。そして、出版内容を








 大学全体で内容を統一して必修としている大学 [117, 118]がある。一方で、全学共
通のセンターが実施している大学 [119]もある。また、大学のカリキュラム改革に
ついて示した文書 [120]に、情報教育について言及がない大学もある。























































































× ◎ ○ ◎
PC管理スキル × × × ○
ネット接続 × × × ◎
情報科学 △ × △ ○
情報技術 △ △ △ ○
情報倫理 ○ ◎ △ ◎
情報セキュリティ ○ △ △ ◎
文献処理 × × △ ○
統計処理 × × × ○
メディアリテラ
シー















































実教 実教出版 教科書 [14]
日文 日本文教出版 教科書 [16]
























表 4.5 情報フルーエンシーと各文献との比較: 知的能力（1{10）
番 情報フルーエンシー 体 指導要領 実教 日文 第一 目 一般情報 GE
号 の構成要素 系 A B C A B C A B C A B C 標 W T H
1 議論を継続的に行うと
いうこと













○ △ △ △ ○ ○
6 共同作業 ○ ○ ○ ○





















表 4.6 情報フルーエンシーと各文献との比較: 情報技術の概念（11{20）
番 情報フルーエンシーの 体 指導要領 実教 日文 第一 目 一般情報 GE
号 構成要素 系 A B C A B C A B C A B C 標 W T H
11 コンピュータ △ ○ △ △ ○ △ △ ○ △ △ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○
12 情報システム △ ○ △ △ △ ○ △ △ ○ △ △ ○ ○ ○ ○ ○
13 情報ネットワーク △ △ △ △ ○ ○ ○ ○ ○
14 情報のデジタル化 ○ △ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
15 情報統合・組織化 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
16 モデル化と抽象化 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
17 アルゴリズムの考え方
とプログラミング
○ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○
18 コンピュータの万能性
19 情報技術の限界 △ ○ ○ △ ○
20 情報や情報技術が社会
に与える影響


















Wでは p.29で Windows について具体的に述べているが、情報システムとして














T ではアルゴリズムとプログラミングについて合計 2 つの章を使って述べてい












表 4.7 情報フルーエンシーと各文献との比較: 情報技術のスキル（21{30）
番 情報フルーエンシーの 体 指導要領 実教 日文 第一 目 一般情報 GE
























△ ○ △ ○ △ △ ○ △ ○ ○ ○ ○
28 簡潔な表を、スプレッ
ドシートで作成する
△ △ △ ○
29 データベースシステム
を使う

































































































































































































































 個別内容調査 | 個別の学習項目ごとに、その学習の状況や達成度を主観的に回答
させる。







調査は、大学の 1 年次生を対象として、ほとんどの授業が終った年度末（2011 年 2～


















































































































































































 Aさん 200円 50個
 Bさん 180円 200個
 Cさん 100円 3個
 Dさん 220円 8個
B2 ある商品Xが、「○○円で××個取引された」
いう情報が、毎時 1回ずつ知らされます。そ




 0時 200円 50個
 1時 180円 200個
 2時 100円 3個
 3時 220円 8個
 4時 250円 100個
 5時 200円 20個
 ....













 Aさん 200円 20個
 Bさん 180円 80個
 Cさん 230円 15個
 Dさん 150円 30個
買い側:
 Pさん 180円 10個
 Qさん 160円 50個
 Rさん 200円 70個
 Sさん 190円 20個
99
表 5.6 各項目の CEC調査と高校・大学での履修状況
対象者 P Q R S
番 科 度時度時度時度時
号項目 目 合期合期合期合期
01文字入力 中 3 自 4 自 4 自 4 自
02タッチタイピング 中 2 自 4 大 4 高 3 大
03インターネット上の情報検索 AC 3 自 4 自 4 自 4 自
04ワープロソフトによる文書作成 A 3 中 4 中 3 中 4 中
05表計算ソフトによる表の作成 AB 2 × 3 高 4 他 4 高
06データベースソフトによる情報検索 AC 3 自 3 自 2 大 2 中
07画像処理ソフトによる画像の作成・編集 AC 1 × 2 中 2 自 3 自
08音声処理ソフトによる音・音楽の作成・編集 AC 1 × 3 自 3 × 1 ×
09動画処理ソフトによる動画の作成・編集 AC 1 × 2 高 1 × 3 他
10Webページ制作（ユーザビリティ・アクセシビリティ） ◎ 1 × 4 自 2 高 1 ×
11メールによるコミュニケーション・マナー AC 3 中 4 自 3 高 3 中
12文書表現（文書の適切な構成や読みやすい記述を含む） AC 4 自 4 自 3 × 4 両
13プレゼンテーション（スライドの作成、適切な情報伝達） A 2 中 4 中 2 大 4 両
14情報のディジタル表現の仕組み ◎ 1 大 4 高 1 高 1 ×
15コンピュータの仕組みと動作原理 C 2 大 4 高 3 他 1 ×
16アルゴリズムとプログラミング B 2 大 4 高 3 他 3 両
17コンピュータによる計測・制御 B 2 × 2 大 1 × 1 ×
18モデル化とシミュレーション B 2 大 3 高 1 × 3 高
19問題解決 ◎ 1 大 3 自 3 中 3 高
20情報機器の発達 ◎ 2 中 3 高 1 中 3 大
21ネットワークの仕組み BC 2 大 4 自 1 × 2 高
22情報化が社会に及ぼす影響 ◎ 2 高 4 自 3 自 3 高
23社会で利用されている情報システム BC 2 × 3 高 1 × 1 ×
24著作権・肖像権・他者の権利と法制度 ◎ 2 両 4 自 3 自 3 中
25情報社会におけるコミュニケーション（ルールやマナー） AC 3 両 4 両 4 中 3 両























問 06 データベースによる情報検索: （PQRS）不要だと思う。（PQ）図書館検索なら大
学で初めてやったが、授業で勉強するような内容ではない。図書館にはマニュアルがあ
ればよい。（S）文献管理（Refworks）は重要。




























問 10 Web作成: （S）中高では情報発信をしない。（P）もっと大事なことがある。（R）
高校で HTMLを学んだが、専門的過ぎる。経営の授業では需要があると思うが、大学で
学べば良い。（S）mixi, facebook は授業と関係なくやった。（Q）Javascriptはやった。
問 12 文書表現: （PQR）小学校の国語の授業から始め、国語で学ぶのがよい。（R）た
だし、現実の国語の授業は受験対策ばかりなので、それを改善する方がよい。
























問 18 モデル化とシミュレーション: （RS）数学を前提として高校で学ぶとよい。（Q）
全員が学ぶ必要はない。（P）大学の情報以外の授業では、モデル化やシミュレーション
結果は学んだが自分でシミュレーションをすることは一切やってない。























問 07 画像処理ソフト: （PQRS）一般の人には不要。（S）必要な人は、本を見て勉強を
すればよい。
問 08 音声処理: （PQRS）専門的にやりたい人だけやればよいと思う。画像の方が重要
度は高い。（QR） iPod への転送とかは自分でネットを調べたらできるようになった。


















問 15 コンピュータの仕組みと動作原理: （P）大学で学んだ。個人的には面白かった。
（Q）高校の情報Ｂ程度は学んでおく方がよい。（R）おじさんから学んだが、趣味の範
囲。不要だと思う。（S）仕組みを全く知らないで使うのは恐い。
問 16 アルゴリズムとプログラミング: （P）中学や高校でやっていたら楽しいと思う。
（R）高校の内容ではない。（QS）高校で学んで楽しかった。学んでよかった。
問 17 コンピュータによる計測・制御: （P）取り組むと面白いと思うけど大事に思えな
い。（Q）存在を知らせる程度。（R）現在の学習時間では無理。（S）好きな人が学べば
よい。





















問 20 情報機器の発達: （PQRS）高校の社会科で学ぶのがよい。情報科の内容ではな
い。（P）社会でも文化史で、活版印刷とかモールス信号とかテレビとかをやった。（Q）
かなり古い話は不要。






















































































































































































































































































































大学生・理系 668 291 959
大学生・文系 110 197 307
計 776 488 1266
















タッチタイプ × × × ○
自分用 PC のアカウント・
パスワード
× ○ ○ ○
OS更新 × × × ○
アンチウイルス × × × ○
ネット接続 × × × ◎
学校 PCのアカウント・パ
スワード
× ○ ○ ○
情報倫理 ○ ◎ △ ◎
法令など ○ ◎ ○ ○
オフィスソフトの使用方法 × ◎ ○ ◎
統計処理 × × × ○
文献処理 × × △ ○
音楽・動画 × × △ ○
メディアリテラシー × × × ◎
金銭の取り扱い × × × ○
情報科学 △ × △ ◎




























週 1時間 1年間 45
週 2時間 1年間 26
































































































設問 選択肢 高 1 大 1
表計算ソフトの基本操作 学んだ、身に付いていない 20 45
学んでない、身に付いていない 32 9
プレゼンテーションソフトの基本操作 学んでない、身に付いていない 36 16
コンピュータやネットワークの仕組み 学んでない、身に付いていない 46 26
メディアリテラシー 学んだ、身に付いた 4 26
言葉の定義を知らない 66 31












































項目 iPhone Android iPad
ほぼ毎日利用していた 9 12 4
よく利用していた 3 2 2
時々利用していた 2 3 2
あまり利用していない 1 1 1
持っていない 85 82 92
表 6.13 情報機器・ネットワークの活用（%）
項目 1 2 3 4 5
パソコン:セットアップ 9 19 42 26 3
パソコン:プロキシの設定 2 4 19 71 3
パソコン:無線 LAN接続 12 20 30 35 3
パソコン:OSのアップデート 9 15 35 39 2
アンチウイルスアップデート 10 21 36 30 2
パソコンでインストール 17 25 31 25 2
ソフトウェアライセンス 6 10 22 48 14
データのバックアップ 7 15 33 42 3
スマートホンセットアップ 7 15 20 19 39
スマートホン無線 LAN接続 10 13 18 20 39
携帯電 PHSセットアップ 11 22 33 26 9
ネット情報の根拠確認 8 20 30 39 3














































































































































































































































































































































































































































































































































あり、対象学生は 2012年 4月に入学した 1年生のうち 99名である。授業の実施時期は









































































































































質問↓＼点→ 1 2 3 4 平均 1 2 3 4 平均 前後差
1. 道徳・モラル 21 35 19 6 2.12 14 23 35 9 2.48 0:36
2. 倫理学・ジレンマ 20 33 19 9 2.21 17 20 31 13 2.49 0:28
3. 基本的人権 35 31 13 2 1.78 22 33 22 4 2.10 0:32
4. 刑法 22 16 26 17 2.47 10 15 38 18 2.79 0:32
5. 民法 26 18 25 12 2.28 13 16 36 16 2.68 0:40
6. 個人情報 保護法 21 24 25 11 2.32 14 18 36 13 2.59 0:27
7. 著作権法 12 21 29 19 2.68 14 16 35 16 2.65  0:03
8. OSアップデート 19 9 22 31 2.80 20 10 26 25 2.69  0:11
9. ウイルス対策ソフト導入 22 11 17 31 2.70 24 9 21 27 2.63  0:07
10. スマホウイルス対策 17 7 20 37 2.95 17 4 25 35 2.96 0:01
11. フィッシング対策 15 5 24 37 3.02 21 10 27 23 2.64  0:38
12. ツイッターに犯罪行為 25 14 23 19 2.44 18 17 27 19 2.58 0:14
13. SNSでの個人情報 15 9 26 31 2.90 16 10 24 31 2.86  0:04
14. Winnyなど有害ソフト 15 8 28 30 2.90 14 12 22 33 2.91 0:01
































































































































































































































































































副指導教員を引き受けて下さった加藤 毅 先生、中谷 多哉子 先生、また、日々の議論に
参加して下さった久野ゼミの関係者の皆様、および、情報教育に関する議論について常に
真剣にご対応下さった川合 慧 先生、筧 捷彦 先生、情報フルーエンシーに関する議論に
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